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は じ め に
深刻な放射性物質による汚染を引き起こした福
島第一原子力発電所の事故（以下，原発事故とい
う）の発生から，はやくも３年の月日が経った。
原発事故によって放出された放射性物質は福島県
だけでなく，岩手県，宮城県，茨城県，栃木県，
群馬県，埼玉県，千葉県などの周辺地域に広く
ホットスポット（放射性物質の残留が特に多い地
点）を残し，これらの広範な地域において多数の
被災者を生み出してきた。現在に至るまで，原発
事故によって被災した人びとの生活は「復興」か
らはほど遠い，困難な状況に置かれている。
東日本大震災による被害が長期化している要因
の１つは，今回の震災が地震や津波だけでなく，
数十年，数百年単位で続く汚染を伴っていること
にほかならない。放射線による被ばくという，健
康影響が不確かな問題に向き合い続ける多くの原
発事故被災者にとっては，状況が改善する見通し
がない中，まさに「時間がとまっている웋웗」ので
ある。特に放射線の影響を受けやすいと言われて
いる子どもや妊産婦を被ばくからどのように防護
していくのかは，汚染された各地域に共通する深
刻な課題となってきた。
こうした被災者の支援ニーズに応えるために
2012年６月に制定されたのが，「東京電力原子力
事故により被災した子どもをはじめとする住民等
の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に
関する施策の推進に関する法律」(以下，「子ど
も・被災者支援法」という）である。同法はその
第１条において，「放射性物質が広く拡散してい
ること」，また「放射線が人の健康に及ぼす危険
について科学的に十分に解明されていないこと」
を認めたうえで，被災者が「健康上の不安を抱
え，生活上の負担を強いられており，その支援の
必要性が生じていること」，そして「当該支援に
関し特に子どもへの配慮が求められている」こと
から，こうした被災者への生活支援を実現するこ
とで「被災者の不安の解消及び安定した生活の実
現に寄与する」ことを目的としている。
その実現に多くの期待が寄せられたこの「子ど
も・被災者支援法」であるが，成立から２年近く
が経とうとする現在，第１条に掲げられた目的の
達成にはほど遠い状況にある。結果として，現在
も多数の被災者が困難な状況に置かれており，そ
の深刻さゆえに国際的な人権問題としても議論さ
れ始めた。中でも2012年11月に来日し，福島県を
中心に調査を行った国連人権理事会の特別報告者
であるアナンド・グローバー（Anand Grover）
氏は，2013年５月に理事会に提出された報告書に
おいて，放射性物質による汚染の影響を受ける地
域の人びとの「健康を享受する権利（the right
 
to health)」が十分に保障されていないことを指
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摘し，日本政府に対策を求めたのである워웗。
本稿では，「子ども・被災者支援法」を必要と
した背景を整理したうえで，なぜ同法が成立した
にもかかわらず支援が進まないのかを分析する。
また，筆者が関係者とともに実施した被災者アン
ケートの結果を紹介しながら，原発事故被災者の
「健康を享受する権利」を保障するために必要な
支援について検討していく。
Ⅰ 「子ども・被災者支援法」を
必要とした背景
原発事故の被災者を支援するにあたって「子ど
も・被災者支援法」という特別な立法を必要とし
た背景には，放射性物質による環境汚染に特有
の，以下の３つの問題への対応があった。
１.被災地の広域性－福島県外にも広がる放射性
物質による汚染と支援格差－
第１の問題は，放射性物質による汚染が福島県
内だけでなく，東北から関東内陸部にまで至ると
いう被害の広域性である。環境省は2011年12月と
2012年２月に「汚染状況重点調査地域」として，
放射線量が１時間当たり0.23マイクロシーベルト
以上を計測する合計104の市町村を指定したが，
福島県（41市町村）以外にも，岩手県（３市町)，
宮城県（９市町)，茨城県（20市町村)，栃木県
（８市町)，群馬県（12市町村)，埼玉県（２市)，
千葉県（９市）にわたっていることからも，被害
の広がりは明らかであろう웍웗。
この毎時0.23マイクロシーベルトという値は，
その地域における追加被ばく線量が年間１ミリ
シーベルトにあたる放射線量として環境省が設定
しているものである。年間１ミリシーベルトとい
う追加被ばく線量は，原発事故前から法律で定め
られてきた一般公衆の追加被ばく線量の限度であ
ることから，この限度を超えて被ばくする恐れの
ある地域が，福島県に加えて７県も存在している
ことになる。
また，文部科学省が2012年に作成した土壌濃度
マップ（地表面へのセシウム134，137の沈着量の
合計）によれば，福島県以外で最も高い数値は栃
木県北部の１平方メートル当たり10万から30万ベ
クレルであるが，この値は福島県南相馬市と同じ
水準である웎웗。
問題となるのは，このように福島県以外にも深
刻な汚染が広域に見られるにもかかわらず，政府
予算から支出される除染作業や健康調査等の支援
事業が，福島県以外では十分実施されていない点
である。例えば除染に関しては，放射線量の低減
のために最も効果的とされる表土除去が，福島県
以外は環境省による除染メニューに含まれておら
ず，それぞれの自治体で対応が異なっているた
め，効果的な除染を進めることが困難になってい
る。さらに健康調査に関しても，福島県のような
政府予算による県民健康調査や子どもたちを対象
とした甲状腺検査は，やはりその他の「汚染状況
重点調査地域」では実施されていない。こうした
国による支援格差を埋め，福島県に限らず被災者
が支援を受けられるようにすることが，「子ども
・被災者支援法」に期待されていたのである。
２.避難指示区域による線引き－進む分断状況－
第２は，政府による避難指示区域の設定が，被
災者の間に分断をもたらしている問題である。そ
もそも放射性物質は，福島第一原子力発電所から
同心円状に，均等に広がっているわけではなく，
風雨の流れや地形の影響を受けて，各県内および
各市町村内でも不均等に広がっている。その結
果，福島県内では同一の市町村内で暮らしていて
も，政府が指定した避難指示区域に該当する地域
と，該当しない地域に分けられることになり，住
民の間には，東京電力からの賠償や月々支払われ
る慰謝料の有無による支援格差が生まれている。
さらにその地域の放射線量が低いために避難指
示区域外となったとしても，各戸別に線量を計測
すると避難指示区域内と同様に高い数値が出るこ
ともある。区域外の地域においても，特に子ども
のいる世帯では，被ばく線量を低減させるために
他の地域へと避難する世帯が多い。これらの人び
とは，避難指示区域内からの「強制避難者」と区
別する意味で「自主避難者」と呼ばれてきた웏웗。
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「自主避難者」数の統計は公的に示されていない
が，福島県によれば，2013年10月時点で市町村が
把握している範囲で福島県内外に避難している18
歳未満の子ども２万7,617人のうち，区域外の市
町村から避難している子どもは１万人を超えてい
る원웗。こうした「自主避難者」は，福島県以外の
ホットスポットを抱える県からも生まれており，
いずれも公的な支援が薄い中，困難な生活を強い
られている。
このように被災者は，長期化し，多様化する困
難に起因する分断状況に置かれており，ひと口に
彼らを「原発事故の被災者」として表現すること
はできない。原発事故から３年が経過し，なぜ被
災状況が多様化するだけでなく，被災者の間に分
断がもたらされているのだろうか。被災者の中で
も，故郷を離れ避難生活を続けている「避難者」
だけでなく，避難を選択せず，または家庭や経済
的な事情から選択することができずに，子どもの
外遊びを制限しながら不自由な生活を余儀なくさ
れている「残留者」，放射線の影響を心配しつつ
も避難先から故郷に戻ることにした「帰還者」，
避難先と故郷の往復を続ける「移動生活者」など
多様な生活形態があり，それぞれ故郷とどのよう
な関係にあるかによって，抱えている問題も異
なっている。さらに「自主避難者」が，避難を選
択しなかった人びとが残る故郷に帰還するに際し
ても，それまでの人間関係が維持できないなどの
問題が指摘されている。また，被災者間の支援格
差の結果，慰謝料や賠償をもらっている避難指示
区域内の被災者と，区域外の被災者の間にも分断
が進む傾向にあることが問題化している웑웗。
このように多様化する被災者の支援ニーズに応
じて，特にこれまで十分に支援を受けられなかっ
た被災者への支援を実現しようとしたのが，「子
ども・被災者支援法」だったのである。
３.健康影響の不確定性とその差異
そして，第３の問題が，放射線による健康への
影響の解釈が専門家の間でも分かれており，不確
かな部分が多いこと，さらにその健康影響は胎児
を含む子どもや女性に出やすいという差異が存在
する点である웒웗。
健康影響の不確かさについては，前述したよう
に従来は年間１ミリシーベルトを限度としていた
一般公衆の被ばく線量を，年間20ミリシーベルト
まで引き上げる方針が政府から発表されたことに
も起因する。例えば文部科学省は，2011年４月に
福島県の小学校の校庭利用の線量基準として，年
間20ミリシーベルト，毎時3.8マイクロシーベル
トという基準を示した웓웗。また，避難指示区域で
も，年間積算線量が20ミリシーベルト以下になる
ことが確実な地域は，避難指示の見直しが進めら
れてきた。この年間20ミリシーベルトという基準
は，国際放射線防護委員会（ICRP）や国際原子
力機関（IAEA）が示す国際的な基準を参照して
設定されているというが，専門家の評価は分かれ
ている。
中でも，文部科学省による校庭利用の線量基準
については，元ICRP委員であり，当時内閣官
房参与として放射線防護政策の助言をしていた東
京大学大学院の小佐古敏荘教授が，「この数値を
乳児，幼児，小学生に求めることは，学問上の見
地からのみならず，私のヒューマニズムからして
も受け入れがたいもの」と批判し，参与を辞任し
たことが話題となった웋월웗。さらに，米国にある社
会的責任を果たすための医師団（PSR：Physi-
cians for Social Responsibility）も2011年４月に，
年間20ミリシーベルトへの基準引き上げは「子ど
もたちにとって『安全』とみなすことはできない」
として，批判する声明を発表した웋웋웗。
これらの批判に同調するように，子どもたちが
特に放射線の影響を受けやすいという健康影響の
差異を考慮した政策を求める被災者からは，事故
前と同じ年間の追加被ばく線量１ミリシーベルト
を基準として採用し，この基準値以上の地域に暮
らす住民への支援を求める声が高まっていた。そ
して「子ども・被災者支援法」には，こうした放
射線の影響に脆弱な子どもたちを中心に据えた防
護政策を実現することが期待されたのである。
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Ⅱ 「子ども・被災者支援法」と
「健康を享受する権利」
１.「子ども・被災者支援法」の成立とその内容
深刻化する被災者の生活への支援を実現するた
めに，与党案と野党案の調整の結果，超党派の議
員立法として2012年６月21日に衆議院本会議にお
いて全会一致で可決成立したのが，「子ども・被
災者支援法」であった。その成立には，子どもを
放射線から守り，避難者，残留者，移動生活者の
いずれの場合であっても国による包括的な支援を
実現しようとする，母親たちを中心とした被災者
や市民団体の働きかけが大きな動因となっていた
という웋워웗。
同法は，支援対象者として「一定の基準以上の
放射線量が計測される地域に居住し，又は居住し
ていた者及び政府による避難に係る指示により避
難を余儀なくされている者並びにこれらの者に準
ずる者」を「被災者」と定義することで（第１条)，
避難指示区域内，区域外を問わず，また避難をし
ている，いないにかかわらず支援を受けることを
可能としている。
特に，避難指示区域外の被災者に関して，同法
は「支援対象地域」を「その地域における放射線
量が政府による避難に係る指示が行われるべき基
準を下回っているが一定の基準以上である地域」
（第８条第１項）と定義し，福島県内外の避難指
示区域外の被災者が支援対象となることを明記し
た。ここでいう「一定の基準」に関する具体的な
数値は明記されていないが，法案に関する委員会
質疑の中で，「立法者の意思は，１ミリシーベル
ト以下に向かって進めていくというもの」である
ことが説明されていた웋웍웗。
また第２条の基本理念には，①正確な情報の提
供，②被災者の意思の尊重とその選択への支援，
避難指示
区域との
関係
出典：「子ども・被災者支援法」の条文より筆者作成。
表1「子ども・被災者支援法」が規定する支援内容
被災者の状況 被災者の状況別の施策 すべての被災者に共通する施策
区域外
区域内
支援対象地域に
居住
(第8条)
支援対象地域
から移動
(「自主避難」)
(第9条)
支援対象地域外
から帰還
(第10条)
強制避難
(第11条)
①医療の確保
②子どもの就学等の援助
③家庭・学校等における食の安全・安心確保
④放射線量の低減及び生活上の負担の軽減のた
めの地域における取組への支援
⑤自然体験活動等を通じた心身の健康保持
⑥家族と離れて暮らす子どもへの支援
①支援対象地域からの移動の支援
②移動先における住宅確保
③子どもの移動先における学習等の支援
④移動先における就業の支援
⑤移動先の地方公共団体による役務提供の円滑
化
⑥支援対象地域の地方公共団体との関係の維持
⑦家族と離れて暮らす子どもへの支援
①元居住地域への移動の支援
②元居住地域における住宅の確保
③元居住地域における就業の支援
④元居住地域の地方公共団体による役務提供の
円滑化
⑤家族と離れて暮らす子どもへの支援
①損害賠償の支払の促進等資金の確保
②家族と離れて暮らす子どもへの支援
①汚染状況の調査，汚染の将来
の状況の予測，調査及び予測
結果の公表（第6条）
②除染等の継続的かつ迅速な実
施（第7条）
③施策に関し講じられる措置に
ついての必要な情報の提供
（第12条）
④被災者の定期的な健康診断の
実施（子どもは生涯にわたる
実施)，その他の健康調査につ
いて必要な措置の実施（第13
条）
⑤施策の具体的な内容に被災者
の意見を反映し，内容を定め
る過程の透明化（第14条）
⑥その他必要な施策（第8条第
1項，第9条，第10条，第11
条）
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③被ばくに伴う健康上の不安の早期解消努力，④
被災者に対する差別予防のための配慮，⑤子ども
と妊婦への特別の配慮，⑥長期間にわたる支援の
継続が掲げられている。そして第３条では，国が
原子力災害から国民の生命，身体，財産を保護す
べき責任を負うだけでなく，原子力政策を推進し
てきた政府の社会的責任を明記し，同法の基本理
念にのっとって被災者の生活支援等施策を策定，
実施する責務を有するとしたのである。具体的な
支援策の内容を整理したのが表１である。
このように，原発事故の社会的責任を負う国
が，避難指示区域内外を問わず，放射線による健
康影響を不安に思う被災者にきめ細かい支援をす
る責務があることが明記されたのである。原発事
故被害の広域性と不均等性によって生じる支援格
差を是正し，また居住，避難，帰還に関する被災
者の選択を尊重している点において，同法は深刻
な状況が続いている多くの被災者の権利回復に資
する可能性をもっている。さらに放射線の健康影
響が科学的に十分解明されていないという不確か
さを前提に，影響を受けやすい子どもに特別の配
慮をする基本理念を掲げることで，予防原則웋웎웗
にのっとった放射線防護を可能とする点でも，画
期的な内容であったと言えよう。
２.被災者アンケート調査から見る支援ニーズ
実際に，これらの施策の内容は，筆者および関
係者が実施した被災者アンケート調査の結果が示
す支援ニーズに対応したものであった。2012年７
月から９月にかけて，群馬大学，宇都宮大学，茨
城大学が実施した，福島県からの北関東３県への
避難者アンケート（栃木県225世帯，茨城県587世
帯，群馬県185世帯より回答，回収率は約29％）
によれば，支援ニーズの上位を，①避難元と避難
先を行き来するための交通費助成，②借り上げ住
宅の延長・長期化，③放射線の健康影響に関する
検査の実施，が占めている웋웏웗。
さらに，2013年８月から10月にかけて，周辺県
の被災地である栃木県北地域（那須塩原市，那須
町）の幼稚園と保育園合計38園に通園する児童の
保護者を対象に実施したアンケート調査웋원웗(「震
災後の栃木県北地域における乳幼児保護者アン
ケート調査」：以下，2013年度栃木県北でのアン
ケート調査という。2,202世帯より回答，回収率
は約68％）では，被ばくによる健康不安は，事故
後３年目を迎えても続いていることが明らかに
なった。現在も「大いに不安である」または「や
や不安である」と回答した割合は，外部被ばく，
内部被ばく共に８割を超えている（表２，表３)。
また，今後必要な支援や放射線への対策を選択
式・複数回答で尋ねたところ，①通園路や遊び場
の屋外の除染の実施と継続，②農作物や食品の安
全管理や情報提供，③自宅周辺や自宅内の除染の
実施と継続，④健康診断・健康相談の４つが
1,000世帯以上から要望された上位の施策となっ
た（図①)。
アンケート調査結果が示したこれらの支援ニー
ズは，いずれも「子ども・被災者支援法」がその
表2 「外部被ばくが子どもの健康に及ぼす影響について，現在不安を感じていますか」
表3 「内部被ばくが子どもの健康に及ぼす影響について，現在不安を感じていますか」
出典：2013年度栃木県北でのアンケート調査結果より，筆者作成。
出典：2013年度栃木県北でのアンケート調査結果より，筆者作成。
回答の選択肢 大いに不安である
やや
不安である
あまり
不安ではない 無回答
回答の割合 31.9％ 51.7％ 13.2％ 0.1％3.1％
ほとんど
不安ではない
ほとんど
不安ではない
3.3％ 0.2％11.2％48.4％36.9％回答の割合
無回答あまり不安ではない
やや
不安である
大いに
不安である回答の選択肢
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基本理念にのっとって実施されれば実現可能な内
容である。しかし，同法の実施をめぐるその後の
展開は，困難を極めるものとなっていった。
③．施策の停滞と「健康を享受する権利」をめぐ
るグローバー報告
ようやく2012年６月の可決成立を見たにもかか
わらず，「子ども・被災者支援法」の具体的な施
策の推進に不可欠な「基本方針案」が復興庁に
よって策定されないまま棚上げされた状態が，
2013年８月末まで続くことになった。被害が長期
化する中，被災者や関連市民団体が政府に宛てて
基本方針の１日も早い策定を求め，またⅡの２で
紹介した支援ニーズに応える政策実現を求める要
望書が数多く提出された。さらに，福島周辺県も
含めて各自治体や首長，地方議会からの意見書も
180を超える数が寄せられた웋웑웗。
「子ども・被災者支援法」の早期実施を求める
これらの動きが活発化していた同時期に行われた
のが，国連人権理事会の「健康を享受する権利」
特別報告者であるグローバー氏による2012年11月
の来日調査と，この調査に基づいて執筆された報
告書の提出であった。グローバー氏の来日は，政
府による年間20ミリシーベルトを基準とする政策
の推進に，危機感を募らせたヒューマンライツ・
ナウをはじめとする複数のNGOが報告者に調査
を求め，実現したものであった웋웒웗。2013年５月に
提出された報告書では，日本が締約国となってい
る「社会権規約」にある「すべての者が到達可能
な最高水準の身体及び精神の健康を享受する権利
（第12条)」をはじめとする国際的な権利や，日本
国憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の生活
を営む権利」を根拠として，日本国政府に原発事
故によって影響を受けた被災者の「健康を享受す
る権利」の保障のための施策の実施を勧告したの
である。
特に注目されるのは，「リスク対経済効果の立
場ではなく，人権に基礎をおいて」年間の追加被
ばく線量を１ミリシーベルト以下とすることを基
準として政策を策定するように求めた点である
（報告書78(a))。そして「子ども・被災者支援法」
の実施が遅れていることに懸念を示したうえで，
支援対象地域には年間被ばく線量１ミリシーベル
ト以上の地域を含めること，避難，居住，帰還す
る被災者に必要な財政支援を行うこと，すべての
被災者に対して，放射線被ばくに関する無料の，
一生涯にわたる健康診断と医療を提供することを
求めた（同68，69)。さらに，「子ども・被災者支
出典：2013年度栃木県北でのアンケート調査結果より，筆者作成。
図1 今後必要な支援や対策（複数回答)
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援法」実施のための枠組みの策定にあたっては，
影響を受けた住民の参加を確保することも求めて
いる（同81(a))。
グローバー報告の内容を分析すると，被災者の
「健康を享受する権利」を保障するためには，「子
ども・被災者支援法」の基本理念にのっとった政
策の実施が不可欠であることがわかる。ところが，
日本政府はグローバー報告への反論，修正要求を
提出し，一向に応じる姿勢を見せていない웋웓웗。さ
らに，2013年８月末に急きょ復興庁はそのホーム
ページ上で基本方針案を示したが，その策定に際
しては「あらかじめ，(中略）影響を受けた地域
の住民，当該地域から避難している者等の意見を
反映させるために必要な措置を講ずる」とする同
法第５条第３項に反して，短期間のパブリック・
コメントの募集のみで手続きを終えようとした。
批判を受けて，当初２週間だった募集期間が10日
間延長され，短い予告のみで２回の説明会が福島
市と東京都内で開催されたが，全国に離散する避
難者をはじめ，多くの被災者が十分な情報を得る
ことができないまま，10月11日に基本方針は閣議
決定されたのである。実際，先述した2013年度栃
木県北でのアンケート調査の結果では，回答者の
うち「子ども・被災者支援法」について「聞いた
ことがない」とする回答が70.9％を占め，「聞い
たことがある」「聞いたことがあり内容も知って
いる」を大幅に上回っている（表４)。
こうした被災者を置き去りにした策定過程から
も推測できるように，基本方針の内容は支援ニー
ズに十分対応していない。「支援対象地域」は，
福島県内の中通り，浜通りのうち避難指示区域以
外に限られ，福島県内でもこれら以外の地域，そ
して福島県以外のホットスポットを抱える地域は
法律に根拠のない「準支援対象地域」とされるこ
とで，今後の支援内容が不明確になってしまっ
た。移動のための交通費支援は「自主避難者」に
関しては母子避難者等に限られ，借り上げ住宅の
延長は期限付きとなって新規利用は含まれず，さ
らに福島県外の被災地域で子どもをもつ世帯から
の要望が強い，国費による継続的な健康調査も実
現していない워월웗。その結果，現在に至るまで被災
者の「健康を享受する権利」は十分に保障され
ず，被災者間の分断や生活の困窮が深刻化すると
いう事態が続いているのである。
お わ り に
本稿で見てきたように，東日本大震災と原発事
故から３年が経過する今日に至るまで，原発事故
被災者は，自らに責任のない放射性物質による汚
染によってそれまでの生活を失い，ある者は故郷
を離れることを余儀なくされ，または故郷にとど
まりつつも健康不安を抱えて不自由な生活を送ら
ざるをえない状況にある。それは，目に見えず，
その影響が不確かな放射線による被害によって発
生する特殊な問題があり，その問題に適切に対応
するための法律が成立したにもかかわらず，被災
者のニーズを反映した形で実施されていないこと
に，最大の原因があるのである。
従来の地震や津波を想定した復興支援では対応
しきれない，この原発事故による被災という深刻
な課題に取り組むためには，まずは被災者の声に
真摯に耳を傾け，いかなる問題に直面しているの
かを知ることから始める必要がある。そして，放
射線防護や医療，災害復興や社会福祉の分野にと
どまらず，幅広い分野の専門家が関与しながら，
被災者の権利を回復する視点からの取り組みの必
要性を，息長く訴えていくことが求められよう。
特に放射線に対して脆弱な子どもたちの健康を守
り，保護者の生活を支えるためにも，「子ども・
1.1％70.9％24.9％3.1％回答の割合
無回答聞いたことがない聞いたことがある聞いたことがあり内容も知っている回答の選択肢
出典：2013年度栃木県北でのアンケート調査結果より，筆者作成。
表4 「『原発事故子ども・被災者支援法』について知っていますか」
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被災者支援法」の基本理念を尊重した政策へと転
換することが不可欠である。すべての人に認めら
れた「健康を享受する権利」が，福島県とその周
辺地域に生活する人びとには制限されている，と
いうこの現状の是正こそが，今，求められている
のである。
※本稿は，科研費・挑戦的萌芽研究「原発震災後の人間の
安全保障の再検討－北関東の被災者実態調査に基づく
学際的考察－」(研究代表者：重田康博）の研究成果の
一部である。
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Consequences of  the Catastrophe for People and the
 
Environment,New York Academy of Science,
2009,星川淳監訳・チェルノブイリ被害実態レポート
翻訳チーム訳『調査報告－チェルノブイリ被害の全
貌－』，岩波書店，2013年。
お問い合わせ先 公益財団法人鉄道弘済会 社会福祉第一部『社会福祉セミナー』係
- 東京都千代田区麴町 - TEL - - FAX - -
http:/www.kousaikai.or.jp/
●詳しい内容については，巻末の広告ページをご参照ください。
期 日 2014年７月24日㈭～25日㈮
時 間 24日 13時～17時30分 25日 ９時30分～15時
会 場 有楽町朝日ホール（東京都千代田区)
定 員 600名（定員になり次第締切)
受講料 5,000円（学生割引あり)
変容する家族と社会福祉
－支援戦略のパラダイム転換－
法の課題
社会福祉研究 第1
公益財団法人鉄道弘済会主催
18 原発事故子ども・被災者支援
19号
5第 会福祉セミナー1回社
